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子ども・子育て新システム検討会議作業グループ 

幼保一体化ワーキングチーム(第７回) 資料５ 

平成２３年２月２４日 



  
 

 

平成 23 年 2月 24 日 

 

 

幼保一体化を含む子ども・子育て新システムに関する意見 

 

全日本私立幼稚園連合会 

 

１．これまでの幼稚園の役割を尊重するとともに、地域の実情や保護者のニー

ズに応じた多様な選択の保障を求めます。 

 

２．こども園（仮称）については、幼児教育の位置づけの明確化が必要であり、

中央教育審議会における十分な審議を求めます。 

 

３．「待機児童の解消策」や「人口急減地域・過疎地域対策」については、でき

るものから早急に施行することを求めます。 

 

４．指定制については、私学の建学の精神の尊重を求めます。 

 

５．現行よりも確実に質の高い幼児教育や保育を実践できるだけの財源の確保

を求めます。 

 

６．子ども家庭省（仮称）創設の検討については、幼児期の教育から小学校以

降の教育との連携・接続を考慮して、十分な国民的議論を求めます。 

 

以 上 
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                         平成２３年２月２４日 

子どもが豊かに育つ幼児期を保障するために 

・・・ 生涯にわたる人格形成の基礎を培う ・・・ 

 
                         全国国公立幼稚園長会 

 
１ 幼稚園は子どもが出会う初めての学校です。 

現在幼稚園では、３歳以上の子どもに、義務教育及びその後の教育の基礎を培う学

校教育としての「幼児教育」を行っている。こども園（仮称）について、学校教育法

に基づく学校とする場合には、対象年齢、設置基準など現行の幼稚園制度との整合性

を確保し、質の高い施設とする必要がある。  

 

◆ ３歳以上の子どもについては、家庭ではできない子ども同士のかかわりを通して学ぶ、

集団教育としての「幼児教育」が不可欠 

◆ 身近な大人との信頼関係に支えられ、心身ともに安定した生活の中で、人格形成の基

礎を培う。 

◆ 一人一人の興味・関心に基づいた遊びを通した総合的な指導により、体験を通した学

びの芽生えをはぐくみ、教科を中心にした小学校教育へ 

 

２ 保護者の多様な子育てや生き方が、子どもが健全に育つ地域コミュニテー

をつくります。 
子育ては親から子へ、孫へと継承される人間としての尊い文化である。子育ての喜び

や価値を実感できるよう、親育ち支援・家庭教育支援、そして子への第一義的責任は親

にあるという自覚がもてるようにする. 

 

◆ 親子の愛着形成、二者関係の確立 

◆ 子育ちは親育ち 

◆ 楽しく子育て・みんなで子育て（ＰＴＡ活動への主体的参加） 

◆ 家族から、地域へ。地域の中での協同する子育てへ。 

 
３ その他 

◎ 設置基準を高めに 

◎ 研修の義務化 

◎ 教員免許や教育公務員としての身分の保障等 
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幼保一体化ワーキングチーム(第7回)に対する意見の提出について 

―平成２２年１２月１５日第７回基本制度ワーキングチーム説明資料(障害児支

援)対する意見― 

                            2011.2.24  柏女 霊峰 

 平成２２年１２月１５日第７回基本制度ワーキングチーム説明資料(障害児支援)におい

て、新システムにおける障害児支援の論点があげられています。それに関し、特に、幼保

一体化に関連するものについて以下のとおり申し述べます。 

 

○ 新システムの対象となるこども園その他の子育て支援事業は、すべての子ども・子育て

家庭に良質な成育環境を保障し、子どもを大切にする社会とすることを目的としており、

障害児やその家庭も利用することが可能とすべきと思います。 

 

○ 障害児も子どもであり、子ども一般に適用されるサービスについては、障害児に必要と

される合理的配慮のもとに障害児にも適用することが必要と考えます。また、障害に固有

のニーズに対応するサービスについては、障害児のために個別に用意すべきと考えます。

「『子ども』に普遍的に適用されるサービスは障害児にも適用」し、『障害』の固有性に着

目したサービスは障害児にも適用する。」という原則を確立すべきと考えます。 

 

○こども園における障害児の受け入れについては、保育所等訪問支援が個別給付となって

いることにかんがみ、全国一律の基準による個別給付としての制度設計とすることが適当

と考えます。したがって、現在、一般財源化されている障害児加算については、子ども・

子育て新システムにおいて検討されている子ども・子育て勘定(仮称)の中に組み込んだ障

害児保育給付(仮称)等として給付される必要があると考えます。障害児の地域生活支援は、

国全体において強力な政策的意図のもとに進められるべきと考えます。 

 

○こども園（仮称）等における障害児の支援については、支援の伴わない「通所可能な子

ども」に限定することなく、障害児の地域生活保障を進めていく観点から、必要な合理的

配慮のもと可能な限り受け入れていくことが必要と考えます。したがって、保育士等の加

配や保育所等訪問支援、児童発達支援センターとの並行通園、その他の障害児支援サービ

スの組合せによりこども園（仮称）に通所可能な子どもについては、こども園（仮称）で

受け入れることを考えるべきと思います。 

 

○この場合、市町村が作成する新システム事業計画（仮称）の中に、障害児の受け入れに

ついて位置づけることとすべきですし、市町村障害者計画との整合性も図る必要があると

考えます。 

 

○ また、障害のある子どもも契約による利用を基本としつつも、契約による利用が著しく

困難な場合には、市町村による措置による利用の仕組みが必要と考えます。 

 

○さらに、障害のあるこどもに対し、特別な支援を行うためには、必要な設備・人員配置

等が必要となることを踏まえ、障害児の受け入れ可能なこども園（仮称）が増えるよう、
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財政的な支援を行う必要があるのではないかと考えます。 

○ 現行制度において、障害児の保護者の育児と就労の両立支援は制限されている現状にあ

り、休日保育や延長保育の加算措置を進めることにより改善していくことが必要と考えま

す。 

○「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまで

の間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」（平成

22年12月３日成立）における、障害児相談支援システムの変更と整合性あるこども園利用

システムを検討する必要があると思います。特に、障害児のこども園入所に当たってのケ

アプラン前置と公的保育契約(仮称)との関係整理が必要と考えます。 

 

○障害児に固有の施策と新システムとの乗り入れを進め、サービスの計画的整備や切れめ 

のない支援の確立を図ることが必要と考えます。障害児に固有のサービスの財源について 

も、できる限り新システムにおいて検討されている子ども・子育て勘定(仮称)に組み込ん 

でいくことが必要と思います。新システム財源と障害児支援財源が別々になればサービス 

間に新たなトレードオフ関係が生ずることとなり、縮小均衡(障害児の一般施策からの排除、 

両サービスとも増えないなど。)やサービスの切れ目をつくりだすことにつながることが懸 

念されます。 

 なお、新システムにおいて創設されるサービスを障害児とその保護者にも使えるように 

していくことが必要と思います。たとえば、一時預かりサービスは障害児や難病児童にも 

提供できるようにしていく環境条件整備が必要と思います。また、このほか、障害児に固 

有の一時預かりサービスもあわせて整備していくことが必要と思います。 

 

以上 
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  2011/02/24     第７回 幼保一体化ワーキングチーム  

 

                    フジテレビ 木幡美子 

      本日、途中退席いたしますので、ペーパーで意見を述べさせていただきます。 

 

前回事務局より提示された案（第６回資料２ の 16p「幼保一体化の進め方イメージ」）は、 

『こども園という新しいものができるが、従来の幼稚園は残り、かつ０－２歳の保育所に 

関しては、これまで通り「保育」であり教育ではない。』という、大変わかりにくく、 

中途半端な制度内容になっていて、到底 賛成できません。 

 

これでは、０－２歳の保育園を利用する子供だけが教育の外にはじき出され、ここを利用する

親は「他と位置づけが違うこと」で、さらに心を痛めることになる。 

就学前の０－５歳の子供に≪教育と保育を一体で保障するという本改革の目的≫にも反する。 

また、ここを増やさないと待機児童の解消にはならないのに、果たしてこの制度で本当に 

０－２歳を扱う園が増えるのか。０－５歳の発達を連続的にとらえると言いながら、３才に 

ボーダーラインを設け、教育の有無を分けているのはなぜか。そもそもここでいう教育とは 

どのような意味の教育なのか。これでは一体化の意味がない。 

 

最近は幼稚園でも、プレ幼稚園という位置づけで２歳児を募集している。幼稚園自身で３才の 

ボーダーラインを崩し始めているではないか。 

 

全体の議論を聞いていると、根底には３歳までは子供は母親といるべきだという「３才児神話」

がいまだに強く残っているように感じる。子供に対する愛情の深さは、一緒にいる時間の長さ

で計るものではない。０－２歳の子供を保育園に行かせた母親と、そうでない母親とを分断す

るような制度には疑問を感じる。もちろん個々には色々な考え方があってもいい。 

ただ女性が働くか働かないかは女性本人、あるいは各家庭が決めることでその価値観を制度に 

にじませることはやめてほしい。 

 

従来の幼稚園がそのまま残るのも疑問である。 

数十年後の幼稚園を考えたときに、経営が成り立たない園が更に増えることが予測されている

のなら、早くからそれを視野に入れた新しい制度を構築していくべきではないか。 

すでに都市部以外の地域（や一部の都市部）で、自然発生的に進んでいる一体化の動きは 

まさに象徴的なもので、今後あるべき姿を示しているような気がする。 

 

【誰のための制度改革か】 

妥協の産物であるこの案は、一体誰のためのものか。これを見てどれだけの人が「いい制度だ」

と思うのか。少なくても国民はそうは思わないと思う。細かい部分を調整し落としどころを見 

つけるやり方で、大切なものを見失っているように思う。もっと国民目線で考えて欲しい。 
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平成23年2月24日 

子ども・子育て新システムの検討に関する 

全国保育協議会の意見 

 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

全 国 保 育 協 議 会 
 

「子ども・子育て新システムの基本制度案要綱」（以下「基本制度案要綱」）

に示されている「すべての子どもへの良質な成育環境を保障し、子どもを大

切にする社会」を実現するという基本に戻り検討するべきです。 

 

１． 児童福祉としての役割を維持するべき 
新システムと「こども園（仮称）」は、子どもの最善の利益の確保や子ど

ものセーフティネットなど「児童福祉」の機能を守るものではなくてはなり

ません。これまで保育所が果たしてきた機能・役割を確実に継承するべきで

す。 

２． 真に利用が必要な人が利用できる制度とすべき 
新システムは、真に「こども園（仮称）」の利用が必要な人が利用できる制

度とすべきです。そのためには、「保育を必要とする」人が優先的に利用でき

る制度とすべきです。 

３． 利用の障壁となる内容は認めるべきではない 
経済的な理由や障害があることなどによって利用が妨げられることのな

いよう、「応諾義務」を明確にするとともに、利用の制限につながる「上乗

せ徴収」は認めるべきではありません。 

４． 就学前の時期は 3 歳で分割することなく、発達の連続性を確保した

制度として構築すべき 
就学前の時期（乳幼児期）は、「子どもが生涯にわたる人間形成の基礎を

培うきわめて重要な時期」（保育所保育指針）です。発達の連続性や個人差

を配慮した関わりを確保するために、満 3歳で分ける制度とすべきではあり

ません。 

５． 制度設計は、財源確保と一体的にすすめるべき 
新システムの導入は、恒久的・安定的で十分な量の財源確保が不可欠です。

新たな制度設計は、財源確保と一体的にすすめるべきです。 

６． 市町村の関与を法で明確に定めるべき 
日本のどこに生まれ育っても等しく子どもの育ちが保障されるように、基

本制度案要綱に記載された市町村の責務を具体的に、かつ明確に法で定める

べきです。 

７． 新システムの導入は、最低基準の改善等、保育の質の向上につな

がるものでなければならない 
12 月 28 日の基本制度ワーキングチームで提示された内容に加え、グルー

プの小規模化、保育士の研修権・教材準備時間、開所時間中の保育士配置の

確保等、質の充実が実現されなければなりません。 
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幼保一体化給付(仮称)の具体的制度設計に対する全保協の意見 

 

１．児童福祉としての役割を維持すべき 

(1) 「こども園（仮称）」を児童福祉法上の児童福祉であると位置づけることが前提となっている
のであるから、これまで保育所が果たしてきた機能を継承し、児童福祉としての役割が維持

されるようにするべきである。 

(2) 「こども園（仮称）」を、子どもの生命を守るセーフティネットとして位置づけ、ナショナルミニマ
ムを設定して保障するべきである。 

２．利用の障壁となる内容は認めるべきではない 

(1) 応諾義務の適用外として、障害のある子どもの利用にあたり、「受け入れ体制が整っていな
いこと」を「正当な理由」として認めるべきではない。このことは、事業主が障害児の利用を

排除するために意図的に環境整備しないことにつながり、容認できない。 

(2) 「建学の精神」を理由とした事業者による利用者の選考は、福祉の理念に反するものであり
認めるべきではない。 

(3) 実費徴収以外の上乗せ徴収については、以下の理由により認めるべきではない。 
① 利用を希望しながら、家庭の経済状況により、利用を断念せざるを得ないことがない

ように、上乗せ徴収を認めるべきではない。 

② 入学金は、入園のための権利金としての性格が強く、家庭の経済状況を強く反映する

利用障壁となるため、認めるべきではない。 

③ 入所検定料は、経済上の理由による利用障壁となるため、認めるべきではない。 

④ 「市町村および社会福祉法人以外」に上乗せ徴収を認めることは、「すべての子どもに

対する良質なサービスの保障」という基本理念から逸脱するものであり、認められな

い。 

(4) 公定価格は、入学金や上乗せ徴収を行わなくとも、「こども園(仮称)」が幼児教育・保育の提
供を行うことができる水準で設定されるべきである。 

3．保育の必要性の認定は市町村の責務とすべき 

(1) 保育の必要性の認定を受けた子ども、受けない子どもの別に定員を設定する場合に、定員
枠の設定は市町村の責務とすべきである。結果として、保育の必要性の認定を受けても、

利用できる施設がないということが生じないように、指定をする際に定員枠を含めて指定す

るなど、市町村の責務に、定員枠の設定を明記すべきである。 

(2) 市町村の関与については、情報提供や相談だけでは、とくに需要が供給を上回っている地
域では、本当に必要としている子どもが、利用できない恐れがある。全保協がこれまで主張

してきたように、子育て支援コーディネーター等を配置し、調整機能を果す必要がある。 

4．就学前の時期は 3 歳で分割することなく、発達の連続性を確保した制度と

して構築すべき 

(1) 養護と教育の提供は、幼児期の発達の連続性を踏まえ、満３歳未満と満３歳以上に分割す
るべきではない。 

(2) すべての「こども園(仮称)」に、満 3 歳未満児の受入れを義務づけるべきである。少子化対
策や幼保一体化の目的の一つである待機児童解消のためにも、「満３歳未満児の受入れ

を義務づけない」とすることは容認できない。 

新システムは「すべての子ども・子育て家庭に必要な良質のサービスを提供」することを目

的とし、「親の様々な就労状況にも応じることができる公的保育サービスを確実に保障する

ため、客観的な基準に基づく保育の必要性を認定し、それに基づきサービスを利用する地

位を保障する」としているのであるから、3 歳未満児であってもその地位を保障し、利用を保

障すべきである。 
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2011 年 2 月 24 日 

幼保一体化ワーキングチーム(第７回) 

連合提出資料 

 

「幼保一体給付（仮称）」の具体的制度設計に関する連合の考え方 

 

日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 

 総合政策局長 中島 圭子 

 

「チルドレンファースト」の理念の下、①必要とするすべての子どもに等しく保育及び幼

児教育機会を保障するとともに、②待機児童解消に資する観点から、「こども園（仮称）」制

度の創設をはじめとした幼保一体化の検討を行ってきた。この制度設計の具体化に当たり、

留意すべき点、総意・創意で乗り越えるべきと思われる点について以下意見を申し述べたい。 

 

１． 幼保一体化および「こども園（仮称）」の基本的な考え方について 

① 幼保一体化の目的は、必要とするすべての子どもに保育及び幼児教育機会を保障すると

ともに、待機児童解消に資する観点から、幼稚園と保育所双方のメリットを生かし「こ

ども園（仮称）」に結実していくことにある。この基本に沿って、具体的な制度設計議

論が進むよう改めて合意形成をはかりたい。 

② 「こども園（仮称）」の基盤には、福祉的機能（児童虐待対策、親支援、子育て相談支

援、障害児保育等）が必須で、幼保一体化によって福祉的機能と利用保障の機能が後退

することがあってはならない。 

③ 「幼保一体給付（仮称）」（幼児教育・保育給付、保育給付）が一体的にはかられること

は評価するが、年齢による設置形態によって 0-2 歳のみ施設が「こども園（仮称）」を

名乗れないとする切り分けは利用者にとってきわめてわかりにくく、混乱が生じている。

第 6 回幼保一体化 WG(1 月 24 日)の事務局提案「幼保一体化と給付イメージ」は、以下

のように解釈されるがいかがか。 

給 

付 

幼保一体給付（仮称） 

保育給付（仮称） 幼児教育・保育給付（仮称） 

 

 

年 

齢 

0 歳 1 歳 2 歳 3 歳 4 歳 5 歳 

保育所（0-2 歳のみの施設）    

こども園（0-5 歳のフルパッケージまたは 3-5 歳を含めばこども園） 

 （例１）こども園（1-5 歳） 

（例２）こども園（0-3 歳）   

   （例３）こども園（3-5 歳） 

   幼稚園（こども園を選択しない） 

④ ③の図の解釈が正しいとすれば、利用者の視点から、同一年齢で給付もサービスも基本

的に同一なのに、０－２歳園のみ名称が異なることは理解しがたい。幼保一体化の理

念・目的に照らしても無理がある。自ら「こども園（仮称）」を選択しない、幼稚園、

保育所以外はすべて対象に含めるべきである。工夫の余地は十分にあると思われる。 
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⑤ なお、０－２歳のみ施設の名称を切り離した場合、以下のような懸念がある。 

・保護者は３歳時点での転園の必要がない０－５歳フルパッケージの園を希望する場合

が多いと思われる。また、施設も大規模型であると思われるが、教育・保育人材も大規

模型に流れるのではないか。 

・待機児童の多い地域では、フルパッケージ型に希望が集中し、ここに入れない場合や、

選別された要支援者が 0-2 歳園に集中することにならないか。結果として、差別化が起

こるのではないか。 

・０－２歳型の園は現在約 1000 カ所、5％程度と言われているが、待機児童の 8 割が０

－２歳に集中しており、今後産休明け、育休明けの受け皿こそ拡大が望まれている。こ

うした待機児童対策に資するかなど、議論が尽くされていない。 

 

２．「幼保一体給付（仮称）」について 

  いわゆる「利用弱者」に配慮した、複数のアクセスルートを設計することは高く評価す 

る。同時に、この制度設計が、従来の権利性を伴う利用支援の仕組みやサービス水準を後

退させることなく、実効性を担保できるかが問われる。 

（１）契約方式について 

① 事務局案では、基本的に直接契約方式が提案されているが、この方式のみではサービ

ス資源にアクセスしにくい保護者やひとり親、スキミングされやすいと想定される障

がい児や低所得者等、本来優先されるべき子どもの平等な利用が保障されない。 

② とりわけ待機児童が多い地域では、市町村の実施責任により、最も利用支援を必要と

する者が行き場を失うことがないよう、優先利用枠の設定やケースによっては措置が

必要である。その際、要保育認定は“権利付与”ではあるが、「認定区分」及び「認定

証の交付」だけではアクセス機会の保障や具体的な利用支援の担保とはならない。 

③ このため、仮に直接契約方式を基本とする場合であっても、市区町村関与による「利

用調整」「要請」「措置」などにより、最も支援を必要とする人々が排除されない仕組

み、優先利用の仕組みを組み込むべきである。 

④ 現在は市区町村が「保育の実施義務」を有し、保育の必要性の認定から受け入れ施設

の斡旋・利用調整・要請・措置、契約等を基本的にワンストップで行っている。この

仕組みを十二分に活用すべきである。その際、従来通りケースワークやコーディネー

ト業務など、総合的な対人サービス・支援が必要になる。市町村の実施責任と権限の

下、地域の NPO など多様な子育て支援事業とも連携して、サポートシステムを強化す

ることこそが求められている。 

（２）応諾義務について 

①「正当な理由」がある場合を除き応諾義務を課す点は評価するが、応諾義務の実効性を 

担保する仕組みを構築すべきである。 

  ②「正当な理由」は国の責任で限定的に定め、無制限に拡大すべきではない。 

（３） 選考について 

① 仮に施設による選考を認める場合であっても、国が選考基準を定めるべきである。 

② 施設の設置者が独自に選考基準を定める場合、この評価を指定基準に盛り込むこと、

及び情報公開が必要である。 

（４） 市区町村の関与について 
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① 市区町村の権限と責務を明確に位置づけ、実施責任とこれを担保する財源の裏打ちが

必要であり、現行の市区町村の権限と責務を堅持すべきである。 

② 事務局案では、市区町村は、優先的な利用を保障すべき子どもに対して利用可能施設

の「あっせん」を行うとしているが、利用支援のための「あっせん」「利用調整」等の

権限を明示すべきと考える。 

（５）公定価格と上乗せ徴収について 

① 必要な給付水準を「公定価格」で保障することを評価する。 

② 新たな制度における価格設定方法において、サービスの質量及び人材確保の観点から、 

③ 必要な職員の配置を考慮した価格設定が必要である。 

④ この際、この公定価格の水準が現在一般財源化されている公立保育所においても確保

される必要がある。公立保育所に対しても「幼保一体給付（仮称）」を行うためには、

現行の一般財源枠を、子ども特定財源に改めて組み込み、義務的経費として支給する

必要がある。障害児保育についても同様である。 

⑤ 実費の「上乗せ徴収」を認める場合であっても、徴収額の上限設定と徴収可能な実費

の範囲の明確化が必要不可欠である。同時に低所得者に対する配慮した仕組みが必要

であるが、「補足給付」の考え方については、介護保険制度等の他の「補足給付」と勘

案して妥当か検討すべきである。 

⑥ 実費以外の「上乗せ徴収」を認める施設と認めない施設を、「こども園（仮称）」とい

う同一制度の体系の中に併存させると、低所得者に対するスキミング等が発生する懸

念があるので、慎重に対応すべきである。 

以 上 
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２月 24日 幼保一体化ワーキングチーム 第７回  

保育園を考える親の会 代表 普光院 亜紀 

 

○「こども園」は地域の子どもたちのために、子どもの最善の利益を考慮し、事業を行うもの

であることを、法律に定めてください。 

 

 今回、資料の「市町村の関与の具体的仕組み」を見ると、「こども園」が、単なる利用施設

となった印象をどうしてもぬぐいきれません。 

 現在、優れた社会福祉法人には、地域全体の子どもの福祉を考え、一時保育を実施するにあ

たっても、そこで子どもや家庭に支援ニーズを見つけて積極的な支援策を講じていくような事

業者もいます。この「こども園」構想は、そのようなあり方を事業者に動機づけるような制度

になっているでしょうか。 

 ３歳以上か未満か、親が働いているかどうかにかかわらず、地域の子どもの福祉のために事

業者が積極的に働き、それが、社会的に認められ、報いられるような制度にする必要がありま

す。 

 すなわち、民間事業者が行うにしても、「こども園」は「私営」ではなく公的な事業である

ことを、明確に打ち出す必要があると考えます。 

 

 

○財源が厳しい今、「応能負担」の廃止は、待機児童対策や質の向上にとってマイナスになら

ないか、慎重な検討が必要と考えます。 

 

 都市部の保育所の利用者は、所得階層分布でＭ字型（中間層が少ない）になっていると考え

られます。現在、東京都の面積基準切り下げの検討に対して、当会には多くの保護者が反対の

メッセージを寄せていますが、中には、保育料を上げても、子どもの環境は守ってほしいとい

う意見もあります。保育料が一律になった場合、家庭の所得で子どもを排除しないためには、

一律低負担に抑えていただく必要がありますが、そうすると、「もっと払ってもよい」という

層の存在とは裏腹に、全体に保護者負担は薄くなってしまい、待機児童対策や質の向上に悪い

影響が及ばないか心配しています。現在、自治体がとっている保育料軽減策も十分に調査し、

公定価格は慎重に設定していただきたいと思います。 

 ちなみに、渋谷区は、最高階層の保育料は 23 区で最も高く、中間額（子ども１人・２人働

き世帯の所得税額平均値）は 23 区で最も低い保育料体系にしていますが、非常に現実的だと

思っています。 

 ＊今回の事務局案にある「実費徴収以外の上乗せ徴収（入学金・保育料等）を上限なく認め

る」ことは、「こども園」の理想をゆがめるものです。また、それを「市町村及び社会福祉法

人以外の者が設置する施設に限る。」とする理由がわかりません。上乗せが認められない事業

については、より公共性の高いものと位置づけ、財政的な優遇措置を設けるなど、インセンテ

ィブがなければ、子どもの福祉が増量するどころか減っていってしまうのではないでしょうか。 
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○東京都の保育サービス利用希望者を対象とした調査では、９割の保護者が保育所（認可）を

希望していました。現行保育所制度が就労家庭に支持されていることをふまえ、「こども園」

の詳細を決めていただきたいと思います。 

 

 東京都内の認可・認証保育所への見学者にとったアンケートで、希望する保育サービスを訪

ねたところ、認可保育所が 90.8％、認証保育所が 2.8％、認定こども園が 2.7％、幼稚園の預か

り保育が 1.7％、保育ママが 0.5％となりました（東京都社会福祉協議会調べ。回答者の８割が０－

１歳児の保護者。677通回収分のうち約１割の無回答を除いて割合を算出）。 

 しかし、東京都の待機児童対策において、認可保育所による実績は、認証保育所等その他の

保育サービスによる実績を下回っています。自治体の整備計画や事業者の参入状況が、子ども

や保護者のニーズと異なっている現状も、制度設計の検討課題にすべきと考えます。 
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